改正次世代育成支援対策推進法「行動計画」策定のための手引き
～男女が働き方を見直し、安心して、妊娠・出産、子育てができる職場に～

仕事と家庭の両立支援の取り組みを、さらに一歩進めよう
改正法を背景に、制度と環境を獲得しよう
計画の策定および取り組みの進捗管理は労使協議で行おう！
　　　　自治労男女がともに担う委員会・女性部・青年部
１．次世代育成支援対策推進法とは
（１）法律の概要
①　「次世代育成支援対策推進法」は、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境を整備するために、国、地方公共団体、企業、国民が担う責務を明らかにし、2005年（平成17年）４月１日から10年間をかけて集中的かつ計画的に取り組んでいくために施行されました。
②　この法律の施行により、両立支援に係る制度の整備は進んできていますが、依然として、第１子出産後に離職する女性は６割で推移し、男性の育児・家事に参画する時間は OECD中で最短（一日62分）であり、男性の長時間労働は世界一の水準（休日も含む１日当たり375分、フランスは173分）となっています（2014年３月OECD発表データ）。
男女がともに仕事と子育てが両立できる雇用環境の改善・充実が求められているとして、改正次世代育成支援対策推進法（以下：改正次世代法）が2014年３月に成立し、取り組み期間が2025年３月までの10年間延長されることが決まりました（2014年４月23日公布）

行動計画策定のための具体的な内容については、2014年11月28日に省令・指針が公布されています。（参考資料⑤）
③　この法律において、企業は、従業員の仕事と子育てに関する「一般事業主行動計画」、国・地方公共団体は「特定事業主行動計画」を策定することとなっています。

常時雇用する従業員が101人以上の企業は、この行動計画を策定し、その旨を都道府県労働局に届け出ることが義務とされています（100人以下の企業は努力義務）。
特定事業主（国・地方公共団体）は行動計画を策定し、公表することが義務づけられています。
（２）事業主行動計画の策定について
①　特定事業主行動計画とは
○　国・地方公共団体が、次世代法に基づき、職員の仕事と子育ての両立を図るために策定する計画のことです。
○　自治体は、行動計画に以下の内容を定めます。
1  計画期間（一定の期間を区切って計画実施することが望ましいとされています）
2  目標
3  目標を達成するための対策の内容と実施時期
○　行動計画の策定・公表、職員への周知が義務付けられています。
○　【次世代法の主な改正ポイント】（特定事業主）
・　特に男性が子育てすることが女性の就業継続につながり、仕事と子育ての二者択一を迫られるような状況の解消にも資するという観点から、男性の育児休業取得をはじめとする子育てに関する諸制度の利用促進に係る取り組みの推進。
・　一層の超過勤務の縮減、年次有給休暇の取得等「働き方の見直し」の推進

・　非常勤職員等が取り組みの対象であること

・　各種取り組みが次世代育成支援対策として役だったか、効果があったかの点検・評価と計画への反映

・　育児休業等を取得した職員の代替要員の確保
②　一般事業主行動計画とは
○　企業が、次世代法に基づき、従業員の仕事と子育ての両立を図るために策定する計画のことです。
○　企業は、従業員の仕事と子育ての両立を図るための雇用環境の整備や、子育てをしていない従業員も含めた多様な労働条件の整備などに取り組むにあたって、行動計画に以下の内容を定めます。
1  計画期間（２年から５年の範囲で設定するのが望ましいとされています）
2  目標
3  目標を達成するための対策の内容と実施時期
○　常時雇用する従業員が101人以上の企業には、行動計画を策定・届け出るとともに、一般への公表、従業員への周知が義務付けられています（100人以下の企業は努力義務）。
○　企業の自発的な次世代育成支援に関する取組を促すため、行動計画に定めた目標を達成したなどの一定の基準を満たした企業は、申請することにより、厚生労働大臣の認定（くるみん認定）を受けることができます。さらに、認定を受けた企業が、より高い水準の取組を行い一定の基準を満たすと、特例認定（プラチナくるみん認定）を受けることができます。※それぞれくるみんマーク、プラチナくるみんマークを名刺や広告、商品などに記載することができます。
○　特例認定を受けた後は、行動計画の策定・届出義務が免除される代わりに、「次世代育成支援対策の実施状況」について公表を行う必要があります。
○　認定・特例認定を受けた企業には、税制優遇制度があります。
○　【次世代法の主な改正ポイント】（一般事業主）
	
	現行
	改正後

	行動計画策定指針
	下記の内容を踏まえ、行動計画を策定するよう指針に定めている。
■基本的な視点 
①仕事と生活の調和、②仕事と子育ての両立、③企業全体での取り組み等、④企業の実情を踏まえた取り組み、⑤社会全体による支援 
■行動計画の内容に関する事項 
○仕事と家庭の両立支援のための雇用環境の整備 
○働き方の見直しに資する労働条件の整備等　　
	左記の内容に加え、
①非正規雇用の労働者が対象であること 
②働き方の見直しに資する取り組みを進めることが重要であること
が行動計画を策定するための指針にあらたに明記されました

	新たな認定基準の創設
	行動計画を策定・届出し、一定の要件を満たすと、厚生労働大臣から認定（くるみん認定）を受けることができる制度
	現行の認定基準（くるみん認定）に加え、既にくるみんマークを受けた企業のうち、特に次世代育成支援対策の実施状況が優良な企業に対する新たな認定（特例認定）制度が創設される（Ｐ11参考資料④参照）。

	特例認定の基準と実績値公表の義務
	
	特例認定を受けた場合、行動計画の策定・届出義務に代えて、毎年少なくとも１回、次世代代育成支援対策の実施状況の公表を義務付ける。


２．労働組合の取り組みの要点
改正次世代法における行動計画の策定、届出（公表）を主体的に実施することは、事業主の責務ですが、行動計画の内容をより実効性のあるものとするために、労働組合が行動計画策定に積極的に関与していくことが求められます。この10年間の計画の達成率やできなかった要因などを当局に明らかにさせ、労使で行動計画を策定していくことが重要です。
労働組合が、行動計画策定に関与する際の取り組みの要点は以下の通りです。
（１）計画の策定を要求する
改正次世代法では、特定事業主には行動計画策定と公表が義務付け、常時雇用する従業員が101人以上の企業、および団体には、行動計画を策定・届け出るとともに、一般への公表、従業員への周知が義務付けられていますが、仕事と家庭の両立の観点から、企業規模に関わらずすべての企業で行動計画を策定するよう労働組合から事業主に求めましょう。また、行動計画策定にあたっては、組合が組合員のニーズを把握した上で、積極的に策定過程に関与できる体制を作ることが重要です。
（２）労使協議による実効性ある計画策定
改正次世代法の行動計画策定指針では、労働者の意見を反映するための方法として、労働組合等に対するアンケートや意見聴取等が示されています。
2014年に女性部が行った「生休・年休等取得実態調査」の「マタニティ・ハラスメント」の項目の集計では、切迫早産14％、切迫流産12％となっており、「妊娠中困ったこと」では、仕事量が35％、代替配置19％、言動や態度が17％となっています。これらのアンケート調査等を活用し、組合員が利用しやすい、現場のニーズを踏まえた実効性のある計画を策定するために、計画策定段階から労使協議を行うことを要求しましょう。
（３）すべての労働者を対象とした計画策定を
今回の法改正では、行動計画策定指針に「非正規労働者も対象である」旨が改めて明記されました。

行動計画策定にあたっては、均等待遇の観点から、臨時・非常勤等職員、有期契約労働者やパートタイム労働者を含めたすべての労働者を計画の対象に含めるよう労働組合から事業主へ働きかけをおこなうことが重要です。
（４）行動計画の内容を制度化
策定した行動計画の内容で、雇用労働条件に関する内容については、制度化させ労働協約を締結するよう事業主に要求しましょう。また、行動計画や協定の内容について、労働者にきちんと周知がなされるよう、事業主に働きかけをすることが大切です。
（５）計画の進捗管理
　　行動計画の策定はもとより、その後の進捗管理が計画の実効性を高めるうえで重要です。労使で定期的に取り組みのチェックを行うための仕組みを設け、計画が円滑に進んでいない場合には、早めに原因を究明し、計画の見直しを図るなどの検討が必要です。　
なお、行動計画が予定通り実施できた場合には、さらなる改善にむけた新たな行動計画を策定することを事業主に働きかけましょう（一般事業主については、今回新たに創設された特例認定制度の取得も視野にいれた行動計画策定を働きかけましょう）。
３．行動計画策定の流れと労働組合の具体的な取り組みのポイント
　行動計画の策定から認定までの流れについて、各段階における法律の規定や、労働組合の取り組みポイントを下記にまとめました。このチェックシートを用し、労使で協議を進めていきましょう。
[image: image1.emf]手順 企業の計画策定の流れ 法律・省令・指針の規定 労働組合の取り組みのポイント チェック

１．計画策定の体制づくり

担当部署の設置

（詳細はP6参考資料①

Ａ参照）

【指針】人事労務担当者、労働者

代表等を構成員として行動計画の

策定および実施のための社内委員

会の設置等が望ましい（一般事業

主のみ）

○労使協議による計画策定を要

求し、労使委員会等などによる計

画策定を求めていますか？

○計画策定に複数の女性の参画

を求めていますか？

□



□

２．職場の実態・現状や従

業員のニーズの把握

（詳細はP6参考資料①

Ｂ参照）

【指針】労働者のニーズ踏まえるこ

とが重要。労働者や労働組合など

に対するアンケート調査や、意見聴

取等による労働者の意見反映。

○企業とは別に労働組合独自の

調査を行い、交渉等に向けた準備

をしていますか？

□

３．計画内容の検討・決定

①取り組みの対象

【指針】非正規雇用の労働者や非

正規職員等も取り組みの対象であ

ることを認識して取り組みを進める

ことが重要

○すべての労働者を計画の取り

組み対象としていますか？

□

３．計画内容の検討・決定

②計画期間の設定

（詳細はP８参考資料①

Ｃ参照）

【指針】一般事業主は2～5年、

特定事業主は一定期間に区切った

計画の策定が望ましい

○計画期間を2年程度に設定し、

計画の評価や改善を可能にする。

機関を短くすることが難しい場合

は「必要な場合見直す」ことを計画

に規定していますか？

□

３．計画内容の検討・決定

③目標の設定

（詳細はP８参考資料①

Ｃ参照)

行動計画策定指針に基づき、仕事

と子育ての両立支援や働き方の見

直しに資する計画をつくる

○働き方の見直し（長時間労働削

減など）をはじめとする、仕事と子

育ての両立に関連する具体的目

標（数値目標が望ましい）を計画に

盛り込んでいますか？

＊計画項目の具体例は別表を参

照のこと

□

４．計画を達成させるため

の対策を立てる

同上

○法定以上の制度を盛り込むよう

努めていますか？

□

５．策定した計画の公表お

よび労働者への周知

【法律】計画の公表及び労働者へ

の周知措置は義務

○計画された制度の労働協約の

締結を要求していますか？

○計画の意義について組合員に

周知していますか？

○企業に管理職教育の実施を求

めていますか？

□

□

□

６．計画の届出

【法律】一般事業主は計画の届け

出が義務付け、特定事業主は計画

の公表が義務付けられている

７．計画の進捗管理

（詳細はP８参考資料①

Ｄ参照）

【指針】各種取り組みを評価・点検

し、その結果や対策を計画に反

映。ＰＤＣＡ（計画、実行評価、改

善）サイクルの確立が重要。

○表面化した課題の対策検討して

いますか？

○労使によるＰＤＣＡサイクルの確

立していますか？

□

□

○残った課題を抽出しています

か？

□

【指針】PDCA サイクルの中で、実

効性のある対策の実施や計画の

見直し等を

行うことを通じて、認定や特例認定

の取得に至ることが期待される。

（一般事業主のみ）

○調査・確認を通じて次の計画を

検討していますか？



例：不利益取り扱いがないかを確

認する。制度の利用状況を点検す

る。職場の雰囲気を点検する

□

９．認定の申請

（詳細はP８参考資料①

Ｄ参照）

【法律】認定を申請する際には都道

府県労働局へ届け出（一般事業主

のみ）

○認定がされた場合には、次回計

画策定にあたって特例認定制度

の取得を見据えた計画の策定が

されるよう企業に求めています

か？

□

８．次の計画策定

計画策定

の準備

計画策定

と周知等

計画の進

捗管理と

認定制度

の利用


【参考資料①】
前頁「３．行動計画策定の流れと労働組合の具体的な取り組みのポイント」に関する詳細説明
Ａ．計画策定の体制づくり




Ｂ．現状把握のための実態調査（意識調査） 
　計画策定に先立って、働きながら妊娠・出産や子育てをするために必要な環境の整備状況や労働者のニーズの実態を調査する必要があります。
　労働組合は、実態をしっかり把握するため、調査の実施を要求し、さらに、調査方法や調査項目についても、必要な情報が得られることを求めます。また、企業・団体が実施する調査とは別に、組合として組合員の意向等の調査をしておき、交渉に臨むことが重要です。なお、事業所内におけるすべての労働者を対象とする行動計画策定を念頭におき、調査の対象は、臨時・非常勤等職員、有期契約労働者やパートタイム労働者を含むすべての労働者とします。
　調査結果の評価・分析にも、労働組合は積極的に関与して、実態に即した対策が講じられるよう交渉します。







	≪調査項目例≫
①　基礎調査項目（属人項目）・・・年齢・家族構成（未婚既婚・子の有無・要介護家族の有無）・勤続年数・職種・契約形態・勤務時間帯・管理職であるか・変形労働時間制度が適用されているかなど
②　育児休業取得希望の有無と理由
希望する期間・条件（希望しない場合はその理由）、育児休業をとりにくい雰囲気の有無
③　短時間勤務希望の有無と理由（希望する期間・条件）
④　賃金補償への意向
⑤　育児等支援制度への希望
時間外労働・深夜労働・休日労働への規制
保育所整備（会社で・会社周辺で・自宅周辺で）、ベビーシッターへのニーズ、子どもの看護休暇、家族の看護休暇、休業中の教育訓練（職務遂行能力の維持向上）、休業中の情報提供（職場復帰時の不安を取り除くため）、休業後の職場復帰（制度と実態）、出産を理由とした退職者の再雇用制度、子育てに関する情報提供
⑥　その他育児をしながら仕事を続けるために必要なこと（職場環境など）
⑦　男性の育児休業取得のために必要なこと
⑧　産休や育児休業の取得に対する批判の意見
⑨　労働時間の実態と労働時間削減のために必要なこと
⑩　既存の制度の利用しやすさ、休暇の取りやすさ
⑪　保育所、学童保育など地方公共団体の施設や支援制度に関する会社からの情報提供等について


Ｃ．計画期間・目標の設定





Ｄ．計画の進捗管理と認定制度の利用




【参考資料②】行動計画策定の際の具体的項目例

「LET’S CHALLENGE」（男女平等の職場づくり　要求ガイドブック）を参照
【参考資料③】改正次世代法の改正認定基準および特例認定基準

改正認定基準・特例認定基準
	改正認定基準
	特例認定基準

	１　雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定したこと
	１　雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定したこと

	２　行動計画の計画期間が、２年以上５年以下であること
	２　行動計画の計画期間が、２年以上５年以下であること

	３　策定した行動計画を実施し、計画に定めた目標を達成したこと
	３　策定した行動計画を実施し、計画に定めた目標を達成したこと

	４　平成２１年４月１日以降に策定・変更した行動計画について、公表および労働者への周知を適切に行っていること
	４　平成２１年４月１日以降に策定・変更した行動計画について、公表および労働者への周知を適切に行っていること

	５　計画期間において、男性労働者のうち育児休業等を取得した者が１人以上いること
＜労働者数300人以下の企業の特例＞
　　計画期間内に男性の育児休業等取得者がいなかった場合でも、①～④のいずれかに該当すれば基準に満たす
①　計画期間内に、子の監護休暇を取得した男性労働者がいること（1歳に満たない子のために利用した場合も除く）。
②　計画期間内に、子を育てる労働者に対する所定労働時間の短縮措置を利用した男性労働者がいること。
③　計画の開始前3年以内の期間に、育児休業等を取得した男性労働者がいること。
④　計画期間内に、小学校就学前の子を育てる男性労働者がいない場合において、子育てを目的とした企業独自の休暇制度を利用した男性労働者がいること。
	５　男性の育児休業等取得について、次の①又は②を満たすこと
①　計画期間において、男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に占める育児休業等を取得した者の割合が１３％以上であること
②　計画期間において、男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に占める育児休業等を取得した者及び育児休業等に類似した企業独自の休暇制度を利用した者の割合が３０％以上であること
＜労働者数300人以下の企業の特例＞
　　計画期間内に男性の育児休業等取得者又は育児休業等に類似した企業独自の休暇制度の利用者がいなかった場合でも、①～④のいずれかに該当すれば基準を満たす。
①　計画期間内に、子の看護休暇を取得した男性労働者がいること（1歳に満たない子のために利用した場合を除く）。
②　計画期間内に、子を育てる労働者に対する所定労働時間の短縮措置を利用した男性労働者がいること。
③　計画の開始前3年以内の期間に、育児休業等を取得した男性労働者の割合が13％以上であること。
④　計画期間内に、小学校就学前の子を育てる男性労働者がいない場合において、子育てを目的とした企業独自の休暇制度を利用した男性労働者がいること。

	６　計画期間において、女性労働者の育児休業等取得率が、７５％以上であること
＜労働者数300人以下の企業の特例＞
　計画期間内の女性の育児休業等取得率が75％未満だった場合でも、計画期間とその開始前の一定期間（最長3年間）を合わせて計算したときに、女性の育児休業等取得率が75％以上であれば基準を満たす。
	６　計画期間において、女性労働者の育児休業等取得率が、７５％以上であること
＜労働者数300人以下の企業の特例＞
　計画期間内の女性の育児休業等取得率が75％未満だった場合でも、計画期間とその開始前の一定期間（最長3年間）を合わせて計算したときに、女性の育児休業等取得率が75％以上であれば基準を満たす。

	７　３歳から小学校就学前の子を育てる労働者について、「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措置又は始業時刻変更等の措置に準ずる制度」を講じていること
	７　３歳から小学校就学前の子を育てる労働者について、「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措置又は始業時刻変更等の措置に準ずる制度」を講じていること

	８　次の①～③のいずれかを具体的な成果に係る目標を定めて実施していること
①所定外労働の削減のための措置
②年次有給休暇の取得の促進のための措置
③短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他
の働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置
	８　次の①～③すべてについて取り組むとともに、少なくとも①又は②について数値目標を定めて実施し、達成していること。ただし、所定外労働時間については一定の条件を満たすこととする。
①所定外労働の削減のための措置
②年次有給休暇の取得の促進のための措置
③短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他の働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置
※一定の条件：次のア又はイを満たすこと
ア計画期間終了前直近1年間の平均週労働時間が60時間以上の労働者の割合が5%以下であること
イ計画期間終了前直近1年間の平均月時間外労働時間が80時間以上である労働者が1人もいないこと

	
	９　次の①又は②を満たすこと
①計画期間において、子を出産した女性労働者のうち、子の１歳誕生日に在職（育休中を含む。）している者の割合が９０％以上であること。
②計画期間において、子を出産した女性労働者及び子を出産する予定であったが退職した女性労働者のうち、子の１歳誕生日に在職（育休中を含む。）している者の割合が５５％以上であること。
＜労働者数300人以下の企業の特例＞
①又は②のいずれにも該当しない場合でも、計画
期間とその開始前の一定期間（最長3年間）を合わせて計算したときに、①又は②を満たせば基準を満たす。

	
	１０　育児休業等を取得し又は子育てをする女性労働者が就業を継続し、活躍できるよう、能力向上やキャリア形成のための支援などの取組の計画を策定し、これを実施していること

	９　法および法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと
	１１　法および法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと


【参考資料⑤】次世代育成支援対策全般
【行動計画策定指針URL】
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/jisedai/index.html
【指針（新旧対照表）】
連合ホームページ（働く女性 ― 学習会用器材など）に掲載
以上
























１．責任体制の明確化・事業主・管理者の認識が重要





計画の策定と計画の実施を円滑に進めるために、計画の策定と実施の責任体制を明確にする必要があります。また、計画の確実な実行のためには、組織全体の理解を得る必要があり、その意味で事業主・管理者が計画の社会的な価値や長期的な観点から見た組織内外への影響の重要性を十分認識していることが大事です。





２．担当部署の設置と労働組合・女性の参画を





計画が着実に進捗するよう、担当部署や委員会などを設置し、課題の調査や計画の策定、計画に基づいた取り組みの推進を行うことが重要です。組合員が利用しやすい、実効性のある計画が策定・推進されるよう、計画策定段階から労働組合が参画することを要求します。また、女性が安心して妊娠・出産・子育てができる環境整備の観点を踏まえ、担当部署や委員会には女性を複数名配置するなどの対応を事業主・管理者に求めることが重要です。





●調査の目的





調査の目的は、育児休業等、子どもを育てるために必要な制度や、働き方の見直し等による家庭と仕事との両立を可能にするための職場風土醸成に向けて、きちんと実態を把握することにあることを労使で共有することが大切です。





●調査の柱





調査では、


①既存の制度のあり方


②制度の実施の状態


③制度への良い評価・不具合（運用面・人的側面も含め）の指摘


④必要となる制度


⑤仕事と家庭の両立を阻害している要素（長時間労働削減など働き方の見直しに関する項目を）を柱に、性別・役職別に実施します。








●調査の協力者に対する不利益が無いように





調査に際しては、帳票による場合もヒアリングによる場合も、組合員（回答者）が、回答内容によって不利益な扱いを受けないよう、チェックする必要があります。





１．計画期間は短めに設定しましょう





行動計画策定指針では、計画策定の期間の目安を２～５年と示していますが（特定事業主については、一定期間に区切って計画すると指針に示されています）、行動計画が現場の実態に即した効果的なものとなっているかの検証や、また新たな課題への速やかな対応の観点から、計画期間はおおむね２年程度を目安とし、短めに設定することが効果的です。５年計画を策定して、３年目に計画の見直しを実施することを計画に盛り込むという方法もあります。





２．具体的・明確な数値目標を設定しましょう





　計画全体の「目的」は、「社員・職員の仕事と子育てを両立できる環境を整備するため」などと概括的な表現でも差し支えありませんが、各対策の目標は、抽象的な表現ではなく、具体的に、可能な限り数値で示すことが重要です。





　例えば、「１日最大２時間まで就業時間を短くできる短時間勤務制度を、２０１５年度中に導入する」など、計画達成のために何が必要か、誰にでも具体的にわかるような表現にしておくべきです。





３．策定した行動計画を労働者に周知しましょう





行動計画を策定するだけではなく、企業・団体で働く労働者のために、どのような両立支援策があるのか、きちんと周知することが必要です。また、制度を取得しやすい職場風土をつくるためには、管理職や職場における理解促進が欠かせません。労働組合から、企業・団体に対し、管理職や労働者に対する研修を実施するよう働きかけを行いましょう。





１．ＰＤＣＡサイクルを確立し、次の計画策定につなげましょう





策定した行動計画がきちんと実行されているか、もしされていないのであれば課題がどこにあるのかをチェックし、企業・団体に改善を求めていくことも労働組合の役割です。行動計画期間内における組合員への意識調査やヒアリングなどを実施することも効果的です。把握した課題を解決するための対策を、次回の行動計画策定時に反映していましょう。





２．認定制度を活用しましょう （一般事業主のみ）





認定制度は、認定を取得した企業の社会的なイメージ向上が見込まれるものです。労使でその有用性を認識し、積極的に認定を取得するように取り組みましょう。なお、改正次世代法では、現行の認定制度に加え、優良な取り組みを行う企業に対する特例認定制度が新設されました。すでにくるみんマークを取得している企業では、特例認定基準を満たす計画を労使で策定しましょう。
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